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告告 示示

宮崎県告示第 259号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条の２第１項の

規定により、次のとおり県税の収納の事務を委託した。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 県税の収納の事務の委託を受けた者

茨 地銀ネットワークサービス株式会社 東京都千代田区鍛冶町

一丁目８番３号

芋 国分グローサーズチェーン株式会社 東京都中央区日本橋一

丁目１番１号

鰯 株式会社ココストア 愛知県名古屋市中区栄一丁目７番34号

允 株式会社ココストアイースト 茨城県土浦市小松二丁目13番

１号

印 株式会社サークルＫサンクス 愛知県稲沢市天池五反田町１

番地

咽 株式会社しんきん情報サービス 東京都港区港南一丁目８番

27号

員 株式会社スリーエフ 神奈川県横浜市中区日本大通17番地

因 株式会社セイコーマート 北海道札幌市中央区南九条西五丁

目 421番地

姻 株式会社セーブオン 群馬県前橋市亀里町 900番地

引 株式会社セブン－イレブン・ジャパン 東京都千代田区二番

町８番地８

飲 株式会社デイリーヤマザキ 東京都千代田区岩本町三丁目10

番１号

淫 株式会社ファミリーマート 東京都豊島区東池袋三丁目１番

１号

胤 株式会社ポプラ 広島県広島市安佐北区安佐町大字久地 665

番地の１

蔭 ミニストップ株式会社 東京都千代田区神田錦町一丁目１番

地

院 株式会社ローソン 東京都品川区大崎一丁目11番２号

２ 委託に係る県税の税目

宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号）第２条第１項第９

号に規定する自動車税

３ 委託した収納取扱期間

平成25年５月１日から平成25年８月31日まで

宮崎県告示第 260号

身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第１項の規定

により、身体障害者手帳の交付申請に要する診断書を作成する医師

を次のとおり指定した。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

指定年月日診療科目

従事する医療機関

医師の氏名

所在地名 称

平成25年４

月１日

眼科日南市県立日南病

院

日 窓 貴 子

平成25年４

月１日

内科日南市日南市立中

部病院

村 上 仁

平成25年４

月１日

内科・呼

吸器科・

リウマチ

科

都城市医療法人啓

仁会城南ク

リニック

黒 木 昌 幸

平成25年４

月１日

整形外科日向市社会医療法

人泉和会千

代田病院

鈴 木 周 一

宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程の一部を改正する告示をここに公表する。

平成25年４月11日
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宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 261号

宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程の一部を改正する告示

宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程（昭和55年宮崎県告示第 115号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（借受資格）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 前２項の規定にかかわらず、沿岸漁業改善資金を借り受けよう

とする者が次の各号のいずれかに該当する場合は、借受資格を有

しない。

（１） 県税の未納がある場合

（２） 地方税法（昭和25年法律第 226号）第 321条の４及び各市

町村の条例の規定により、個人住民税の特別徴収義務者とされ

ている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に居住している者

に限る。）の個人住民税について特別徴収を実施していない場

合又は特別徴収を開始することを誓約していない場合

（３） 法人等（法人、法人格のない団体又は個人をいう。）の役

員等（法人である場合はその役員、法人格のない団体である場

合はその構成員、個人である場合はその者）が、暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団

員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力

団員と密接な関係を有する者であると認められる場合

４ ［略］

別表第１（第２条、第４条関係）

（借受資格）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 前２項の規定にかかわらず、沿岸漁業改善資金を借り受けよう

とする者（個人である場合はその者、法人である場合はその役員

、法人格のない団体である場合はその構成員）が暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同

条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者であると認められる場合は、借受資格を有しない。

４ ［略］

別表第１（第２条・第４条関係）

償還期間等貸付

限度

額

貸付

けの

相手

方

貸付

内容

資金種類

７年以内（据置期間１年

以内を含む。）。ただし

、農商工連携促進法第13

条の規定が適用される場

合にあっては９年以内（

据置期間３年以内を含む

。）、バイオ燃料法第10

条の規定が適用される場

合にあっては９年以内（

据置期間１年以内を含む

。）、六次産業法第11条

の規定が適用される場合

にあっては９年以内（据

置期間３年以内を含む。

）

［略］１ 経営等改

善資金

（１） 操船

作業省力

化機器等

設置資金

［略］

４年以内（据置期間２年

以内を含む。）。ただし

、農商工連携促進法第13

［略］（５） 新養

殖技術導

入資金

償還期間等貸付

限度

額

貸付

けの

相手

方

貸付

内容

資金種類

７年以内（据置期間１年

以内を含む。）。ただし

、農商工等連携促進法第

14条の規定が適用される

場合にあっては９年以内

（据置期間３年以内を含

む。）、バイオ燃料法第

10条の規定が適用される

場合にあっては９年以内

（据置期間１年以内を含

む。）、六次産業化法第

11条の規定が適用される

場合にあっては９年以内

（据置期間３年以内を含

む。）

［略］１ 経営等改

善資金

（１） 操船

作業省力

化機器等

設置資金

［略］

４年以内（据置期間２年

以内を含む。）。ただし

、農商工等連携促進法第

［略］（５） 新養

殖技術導

入資金
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条の規定が適用される場

合にあっては５年以内（

据置期間３年以内を含む

。）、バイオ燃料法第10

条の規定が適用される場

合にあっては５年以内（

据置期間２年以内を含む

。）、六次産業法第11条

の規定が適用される場合

にあっては９年以内（据

置期間３年以内を含む。

）

10年以内（据置期間３年

以内を含む。）。ただし

、農商工連携促進法第13

条の規定が適用される場

合にあっては12年以内（

据置期間５年以内を含む

。）、バイオ燃料法第10

条の規定が適用される場

合にあっては12年以内（

据置期間３年以内を含む

。）、六次産業法第11条

の規定が適用される場合

にあっては９年以内（据

置期間３年以内を含む。

）

［略］（６） 資源

管理型漁

業推進資

金

［略］

［略］

14条の規定が適用される

場合にあっては５年以内

（据置期間３年以内を含

む。）、バイオ燃料法第

10条の規定が適用される

場合にあっては５年以内

（据置期間２年以内を含

む。）、六次産業化法第

11条の規定が適用される

場合にあっては９年以内

（据置期間３年以内を含

む。）

10年以内（据置期間３年

以内を含む。）。ただし

、農商工等連携促進法第

14条の規定が適用される

場合にあっては12年以内

（据置期間５年以内を含

む。）、バイオ燃料法第

10条の規定が適用される

場合にあっては12年以内

（据置期間３年以内を含

む。）、六次産業化法第

11条の規定が適用される

場合にあっては９年以内

（据置期間３年以内を含

む。）

［略］（６） 資源

管理型漁

業推進資

金

［略］

［略］

別記様式第１号を次のように改める。
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附 則

（施行期日）

１ この告示は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ この告示による改正後の宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程の規定は、この告示の施行の日以後に行う資金の貸付けから適用し、同日前

に行った資金の貸付けについては、なお従前の例による。

宮崎県告示第 262号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第18条第１項の規定により、次のとおり都市計画を変更し

た。

なお、関係図書は、宮崎県県土整備部都市計画課、宮崎県都城土

木事務所及び都城市土木部都市計画課において公衆の縦覧に供する

。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画の種類及び名称

高崎都市計画道路 ３・４・２号 本町通線

２ 都市計画を変更した土地の区域

茨 追加した部分

都城市高崎町大字大牟田字平木、字新田、字高坂上、字原村

、字今村上のそれぞれ一部

芋 削除した部分

都城市高崎町大字大牟田字平木、字新田、字高坂上、字原村

、字今村上、字鍋越のそれぞれ一部

宮崎県告示第 263号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定

により、歳入の収納の事務を次のとおり委託した。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

委 託 期 間委 託 先
委 託 し た

収 納 事 務

平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで

地銀ネットワークサ

ービス株式会社

国分グローサーズチ

ェーン株式会社

株式会社ココストア

株式会社ココストア

イースト

株式会社サークルＫ

サンクス

株式会社しんきん情

報サービス

株式会社スリーエフ

株式会社セイコーマ

ート

株式会社セーブオン

株式会社セブン－イ

レブン・ジャパン

株式会社デイリーヤ

マザキ

県営住宅に係る

住宅使用料及び

駐車場使用料

株式会社ファミリー

マート

株式会社ポプラ

ミニストップ株式会

社

株式会社ローソン

公公 告告

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、宮崎市住吉土地改良区（宮崎市）から平成25年３月25日付けで申

請のあった定款の変更を認可した。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

平成25年２月18日から３月22日までに実施した家畜人工授精及び

家畜体内受精卵移植に関する講習会の修業試験の合格者は、次の受

講番号のとおりである。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ ２ ４ ６ ７ ８ ９ 10

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画を定める者の名称

宮崎市

２ 都市計画の種類及び名称

宮崎広域都市計画道路

３・５・17号 中村学校通線

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県高岡土木事務所

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成25年４月11日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画を定める者の名称

えびの市

２ 都市計画の種類及び名称

えびの都市計画 用途地域

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課



鰯 提出方法

提出は、申込者本人によることを原則とするが、申込者が警

備員であって、その属する営業所の従業員に委任状を託しての

代理申込みについては認める。郵送による申込みは認めない。

允 提出書類等

ア 受講申込書（受講申込者の写真（申請前６月以内に撮影し

た縦 3．0センチメートル、横 2．4センチメートルの大きさの

正面、無帽、上三分身像、無背景のもの）を貼り付けたもの

）

イ ２に掲げる要件に該当することを証明する次の書面

契 ２の茨に該当する者

当該警備業務の区分に係る警備業務従事証明書及び履歴

書

形 ２の芋に該当する者

検定規則第４条に規定する１級の検定（当該警備業務の

区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し

径 ２の鰯に該当する者

検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の

区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し及び警

備業務従事証明書

恵 ２の允に該当する者

旧検定規則第１条第２項に規定する１級の検定（当該警

備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し

慶 ２の印に該当する者

旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警

備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し及

び警備業務従事証明書

５ 手数料

受講申込時、次表の手数料に相当する額の宮崎県証紙により納

入すること。

納入された手数料は、受講辞退その他いかなる場合にも返還し

ない。

６ その他

茨 この講習の実施に際して収集する個人情報は、この講習に関

する目的以外には使用しない。

芋 受講申込みの受付が終了後、その旨、宮崎県警察本部生活安

全部生活安全企画課警備業係（電話代表0985－31－0110）に連

絡すること。

また、本件に関する問い合わせについても、宮崎県警察本部

生活安全部生活安全企画課警備業係に行うこと。
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宮崎県小林土木事務所

宮崎県公安委員会公告第６号

警備業法（昭和47年法律第 117号。以下「法」という。）第22条

第２項に規定する警備員指導教育責任者講習を次のとおり実施する

。

平成25年４月11日

宮崎県公安委員会委員長 山 蒼 殖 章

１ 講習の種類、警備業務の区分、実施日及び定員

２ 講習の対象者

講習の対象者は、法第22条第２項に規定する警備員指導教育責

任者資格者証（以下「資格者証」という。）又は警備員指導教育

責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和

58年国家公安委員会規則第２号）第７条に規定する警備員指導教

育責任者講習修了証明書（以下「講習修了証明書」という。）を

有しない者で、かつ、受講申込みを行う日において、次のいずれ

かに該当する者とする。

茨 最近５年間に当該警備業務の区分に係る警備業務に従事した

期間が通算して３年以上である者

芋 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規

則第20号。以下「検定規則」という。）第４条に規定する１級

の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る法第

23条第４項に規定する合格証明書（以下「合格証明書」という

。）の交付を受けている者

鰯 検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の区分

に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受けている警

備員であって、当該検定に合格した後、継続して１年以上当該

警備業務に従事している者

允 検定規則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関す

る規則（昭和61年国家公安委員会規則第５号。以下「旧検定規

則」という。）第１条第２項に規定する１級の検定（当該警備

業務の区分に係るものに限る。）に合格した者

印 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警備業

務の区分に係るものに限る。）に合格した警備員であって、当

該検定に合格した後、継続して１年以上当該警備業務に従事し

ている者

３ 講習の場所

宮崎市学園木花台西２丁目４番地３

宮崎県技能検定センター（旧名称宮崎地域職業訓練センター）

電話0985－58－1570

４ 受講申込書の提出方法等

茨 提出先

受講申込者の住所地を管轄する警察署とする。ただし、受講

申込者が警備員である場合は、その属する営業所の所在地を管

轄する警察署でも良いこととする。

芋 提出日時

定員講 習 の 実 施 日警備業務の区分種 類

30人平成25年６月26日（水）から

28日（金）及び７月１日（月

）から４日（木）まで

１号警備業務新規取

得講習

提 出 日 時警備業務の区分

平成25年５月13日（月）から５月24日（金）１号警備業務

まで（土、日曜を除く。）の午前９時から午

後５時まで

公安委員会公公安委員会公告告

手数料警備業務区分種 類

47,000円１号警備業務新規取得講習
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